





























































































































































2) 浦部法穏・宇リタ 1108号7頁 (2003)。








(1) ふ61.8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪地判昭和 61年 8
丹21自1)(判時1207号37頁，②→H-1.8.30(大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大抜高
判，③→ H-5.5. 27 (大阪税(特別会費決議)/会費返還);最 1判)は，原告の主張一一一本
件決議の一部無効，そして，これに基づく本件係争金の徴収と交付は無効















































(1) H-5.5.27 (大阪税(特別会費決議)/会費返還〉最 1判明時 1490号83
頁，①→ふ61.8.21(大級税(特別会費決議)/会費返還〉大波地判，②→ H町1.8. 30 (大級税














































1) 甲斐道太郎・私法相J例リマークス 9頁 (1997)。















4) 小沢隊一・法セミ 521号 69頁 (1998)。




















































































































































































































30日(判時 1332号76頁①→ふ61.8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪地判，


























































































(3) H-11. 3.10 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉東京高判平















































































































































































































































る。今関i原成・!fU例セレクト '92号法教 150号別滞付録 13頁(1993)。
5) 戸波江二・ジュリ臨増 1024号9頁(1993)。
6) 市}llE人・平成 11年度重要判例解説(ジュリ続時潜刊 1179)1O~11 頁 (2000) 。
7) I本件寄付が政治・宗教に夜結せず，被災者一般のためでもなく，友会・悶職の
早急な立ち直りを支援するためであったという点、を重視すれば，本判決の結論jは

































(1) H-14.4.25 <群馬司(特別負担金決議)/債務不得喪確認〉最 1判平成
31 





























































































































































5) 国高箆実・法セミ 48巻l号 116頁 (2003)。
6) 河内・前出《消極主主主I1))α タイプト)注3)13亥 (2003)。
37 
